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修修正正ボボワワイイエエ・・モモデデルルにによよるる韓韓国国経経済済のの実実証証分分析析  

  

新新潟潟大大学学大大学学院院現現代代社社会会文文化化研研究究科科  

李李  点点順順  

  

－要約－ 

本稿では，修正ボワイエ・モデルによる韓国経済の実証分析を通じて，賃労働関係の変

化がその動態にどのような影響を与えていたかを, 先行研究との比較もふまえ検討した。

ここでいうボワイエ・モデルは，戦後の先進資本主義諸国の高度成長がこの時期特有の賃

労働関係によって制御・調整されていたとの認識に立っている。しかし近年，先進諸国の

企業や政府が進める雇用の柔軟化は，かつての高度成長期の「硬直的」な賃労働関係を対

象としており，多くの非正規雇用を生み出している。この点を考慮すると，韓国経済につ

いてボワイエ・モデルの妥当性を検証した上で，賃労働関係の変化がその動態に及ぼした

影響を分析することは，経済危機後から深刻化してきた非正規雇用問題の解明にあたって

大変重要であると考えられる。 

次に、本稿で検討したことをまとめると，1970 年から 2003 年にかけての韓国経済の蓄積

体制は以下のように整理できる。 

一つは， 典型的なフォーディズムの好循環においては，生産性上昇と需要の拡大の間に

PR→RW→Q の回路が作用していた(すなわち PR と Qは正の相関を示す)と考えられる。それ

に対して韓国では，生産性体制においては産出量の成長と生産性上昇との間には緩やかな

収穫逓増が働いているが，一方の需要体制(Q)では生産性上昇と産出量の成長との間に負の

相関が示され，生産性上昇と需要の拡大の間で累積的な成長過程が妨げられていることが

確認された。そしてこれらの結果は，権(1998)の結果と一致するものであった。 

そしてもう一つ注目に値するのは，賃金のインデクセーションにかかわる制度の果たす

役割である。 

すでに触れたように, 戦後の先進資本主義諸国の経済成長を支えたフォーディズムでは，

賃労働関係にかかわる制度が生産性上昇とそれに見合った賃金上昇による実質賃金所得の

上昇を通じて経済成長に大きく影響したとされる。一方の韓国では，表 1-4 の(4)の結果が

示すように, 賃金決定をめぐる労使間の制度的合意の程度を表す係数(k)の推定値がかな

り低く, 賃金の生産性インデクセーションの仕組みが弱いという賃労働関係の不安定さが

浮き彫りになり，それがまた蓄積体制の不安定化につながっている可能性が示唆された。 

特に，表 1-5 に示した経済危機以前の推定結果（民主化後の推定結果と比較）からは，そ

の係数の符号関係が経済危機後に反転したようにもみえることから，それは危機後に進め

られた雇用・賃金の柔軟化の影響によって，賃労働関係の不安定さが一層増したことを示

唆するという点で興味深い。  
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ははじじめめにに  

韓国では，1997 年～98 年の経済危機以後，整理解雇制や労働者派遣制の導入をはじめと

する労働市場の柔軟化が進むにつれ，パートタイマーや臨時・日雇労働者などの非正規雇

用が拡大している。韓国労働研究院のパネル調査によれば，今現在の非正規雇用の雇用全

体に占める比重は 5 割を超えており，最近やや失業率の低下傾向がみられるものの，全体

としては雇用の質の悪化が顕著になっている。 

このように非正規雇用が急増したのは，経済危機以後の韓国経済の資本蓄積構造が労働

市場の柔軟化をはじめとする制度的変化によって大きく変わったことが背景にあると考え

られる。また韓国での非正規雇用に関する研究が活発になったのはここ数年のことである

が、そのなかで非正規雇用は, 全般的には低賃金, 福利厚生および社会保険の低い適用率, 

不安定な雇用関係などを強いられているという実態が明らかになっている。こうした状況

を踏まえると, 非正規雇用の問題はそのウェイトの大きさゆえに経済全体(賃労働関係を

含む)に与える影響が非常に大きいと考えられることから, その背後にある制度的要因や, 

それに伴う賃労働関係の変化を検討する必要があると思われる。 

本稿の目的は，ボワイエ・モデルを修正したモデルの実証分析を通じて，韓国の経済成

長と賃労働関係1との関係を明らかにすることである。ここでいうボワイエ・モデルは, フ

ォーディズムとも呼ばれる, 戦後の先進資本主義諸国にみられた消費主導型の高度成長の

好循環回路を定式化したものであり、戦後の先進資本主義諸国の高度成長がこの時期特有

の賃労働関係によって制御・調整されていたとの認識に立っている。 

しかし近年，先進諸国の企業や政府が進める雇用の柔軟化は，かつての高度成長期の「硬

直的」な賃労働関係を対象としており，多くの非正規雇用を生み出している。この点を考

慮すると，韓国経済についてボワイエ・モデルの妥当性を検証した上で，賃労働関係の変

化がその動態に及ぼした影響を分析することは，経済危機後から深刻化してきた非正規雇

用問題の解明にあたって大変重要であると考えられる。 

そこで本稿では，韓国統計庁，韓国銀行のデータベースを利用して，1970 年から 2003

年に至るまでの様々な経済指標の長期系列を分析対象とし，最小二乗法(ordinary least 

squares method; OLS)により分析を行うことにした。その際，権(1998)の先行研究を踏ま
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えて検討する2。 

以下，本稿の構成は次のとおりである。まず第 1 節では，分析の基礎であるボワイエ・

モデルについてその概要を述べる。第 2節では，1960 年代の工業化以降，韓国の経済成長

の過程で輸出が牽引役を果たしてきた面を重視する必要から，既存のボワイエ・モデルを

修正したモデルを用いて実証分析を行うこととする。第 3 節では，実証分析の結果をもと

に，先行研究との比較を踏まえながらモデルの妥当性とその含意について解釈を行い，最

後に結論をまとめる。 

 

 

11..  ボボワワイイエエ・・モモデデルル  

ボワイエ(1988)は，戦後の先進資本主義諸国の高度成長を可能にしたフォーディズムの

好循環の回路を理論モデルとして定式化している。 

ここでまず，フォーディズムの好循環の回路を図に示すと下記のとおりである。つまり，

大量生産による生産性の上昇の成果が実質賃金の上昇に結びついて消費需要が拡大し，加

速度効果によって投資が増大するとともに，乗数効果によって需要が増加する。また，生

産性の上昇の一部は利潤として分配され，投資を押し上げる。こうして需要の拡大に刺激

されて生産が拡大し，より生産性の高い機械設備の導入と規模に関する収穫逓増との 2 つ

の効果によって生産性が再び上昇するという好循環が生み出される（図 1参照）。 

このようなフォーディズムの好循環においては, 労使間での生産性上昇分の安定した分

配を通じて実質賃金が上昇していくことが不可欠であるが, それは労働者側が生産工程に

おけるテーラー主義(構想と実行の分離，作業の細分化と単純化)を受容する代わりに，経

営者のほうは生産性インデックス賃金(生産性の上昇に比例して賃金を引上げること)を認

めるという労使間の合意の上に成立したものであった。 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  



 - 4 -

図図 11  フフォォーーデディィズズムムのの好好循循環環のの回回路路  

近代化近代化
新生産過程新生産過程
新生産物新生産物

生産性生産性
PRPR

実質賃金実質賃金
RWRW

利潤利潤
（PR-RW)

消費消費
CC

投資投資
II

需要＝生産需要＝生産
QQ  

(出所) 遠山(1990，p75)から引用。 

 
 
次に，表 1-1 に示したモデル体系に沿ってその概要を述べると，ボワイエ・モデルでは

閉鎖経済を想定し，財政（政府），金融（貨幣）を捨象したものであり，以下の 6つの内生

変数からなる 6つの方程式によって表わされる。 

内生変数は PR，I，C，RW，Q，Nであり，それぞれ生産性，投資，消費，実質賃金率，産

出(=需要)，雇用を表す。なお外生的要因は定数項 a，f および h に反映されていると考え

る。その他のパラメータの条件は b>0，d>0，v>0，u>0，o<c<1，k>0，l>0，0<α<1 であり，゚

(hollow dot)は変化率を表す。 

 
 

表表 11--11  ボボワワイイエエ・・モモデデルル  
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まず(1)式は，生産性の伸びが投資の伸びと産出(需要)の伸びによって説明されている。

ここで生産性は，技術革新効果(a)，資本深化効果(b)，規模に関する収穫逓増効果(d)の 3

つの要因から主に影響を受けるとされている。(2)式では，投資の伸びが消費需要の伸びと

利潤シェアの伸びに依存することを示している。この投資関数においては, 総需要ではな

く賃金から派生する消費需要が，そして投資は収益性の関数でもあることからその代理変

数として利潤シェア(PR-RW)の変化が用いられている。(3)式は，消費の伸びが実質賃金所

得増加率の関数であることを示し，cは限界消費性向である。(4)式では，実質賃金の伸び

は生産性の上昇にインデックスされる部分(k)と，労働市場の需給関係によって競争的に決

まる部分(l)とによって説明されている。ここでは雇用者数の伸び率が労働市場の需給関係

を示す代理変数として用いられている。(5)式は，総需要の伸びが消費と投資のみからなる

ことを示し，αは前期における消費シェアである。(6)式は，雇用の変化率を示す恒等式で

ある。 

以上のことより，ボワイエ・モデルは生産性の上昇分が(技術革新効果，資本深化効果，

収穫逓増効果を通じて)どのようにして生み出されるのか，そしてそれが，所得分配(賃金

と利潤)を介して投資および消費需要の増大をいかにしてもたらすのかを示す2つの方程式

に縮約される。ここで前者を生産性体制，後者を需要体制と呼ぶことにする。 

まず(1)式に(2)(3)(4)(6)式を代入することによって【生産性体制 PR=B･Q+A; A=a+bf，

B=bv+d】が導き出される。ここで需要の拡大が生産性の上昇に及ぼす効果を示す生産性体

制の形状(B)は，規模の経済性(d)のほかに，投資の加速度効果(v)および資本深化効果(b)

によっても規定される。次に，(5)式に(2)(3)(4)(6)式を代入することによって【需要体制 

Q=D･PR+C; C=(1-α)f+αg+g(1-α)v+h［αc+(1-α)(vc-u)］/1-{αc+(1-α)vc+l［αc+(1-

α)(vc-u)］}，D=［αc+(1-α)(vc-u)］(k-l-1)/1-{αc+(1-α)vc+l［αc+(1-α)(vc-u)］}】

が導き出され，生産性の上昇が需要の拡大に及ぼす効果を示す需要体制の形状(D)は，所得

分配を規定する要因(k,l)と，投資の消費需要および利潤シェア変化への感応度(v,u)との

関係によって決まる。最後に，両体制の組合せにより，マクロ経済の成長パターンを意味

する蓄積体制のあり方が決まることとなる。以上がボワイエ・モデルの概要である3。 

 

 

22..  修修正正モモデデルル  

先に述べたような問題意識のもとで，本稿では, 1970 年から 2003 年にかけての韓国の経

済成長過程を振り返りながら，賃労働関係の変化がその動態に及ぼす影響に焦点をあてて

展望する。なお先行研究との関連では，経済危機後の労働市場の柔軟化による非正規雇用

の増大など柔軟化をはじめとする制度的変化によって韓国経済の資本蓄積構造が大きく変

わったことを思えば，非正規雇用はそのウェイトの大きさゆえに経済全体(賃労働関係を含
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む)に与える影響が大きいと考えられる。そこでここでは，権(1998)の推定期間(1970～1998

年)をさらに延ばしてそれがどう変化したかを考察した。 

またボワイエ・モデルを用いて分析する際には，1960 年代以降の急速な工業化による経

済成長の過程で輸出が牽引役を果たしてきたことへの考慮が不可欠であると考えられる。

こうした点を考慮すると，本稿の修正モデルは以下のように定式化される4。これを前述の

ボワイエ・モデルと比較すると，(5)式に輸出方程式が追加され，(6)式の総需要の構成要

素として輸出が加わっていることがわかる。そして各方程式に出てくる変数(内生変数7個，

外生変数 4個)の記号および名前を表 1-2 の下に示した。 

  
  

表表 11--22  修修正正モモデデルル  
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内生変数：7（PR:生産性，I:投資，C:消費，RW:実質賃金率，X:輸出，Q:産出(需要)，N:雇用） 

外生変数：4（U:失業率，E:対米為替レート，P:消費者物価指数，QF:海外需要(米国，日本,  

カナダ，イギリス，ドイツの加重平均成長率) 

パラメータの条件：b>0，d>0，v>0，u>0，o<c<1，k>0，l<0，λ>0，ω>0，α>0，β>0，r>0 

 
 
 
(1)式は，生産性の伸びが投資の伸びと産出の伸びによって説明されており，ここでの

生産性は技術革新(a)，資本深化(b)，規模に関する収穫逓増(d)などの効果によって影響

を受けるとされている。(2)式では，投資の伸びは加速度効果によって消費の伸びに対応

している。また同時に投資は収益性の関数でもあることからここでは利潤シェア(PR-RW) 
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の変化がその代理変数として用いられている。(3)式は，消費の伸びが実質賃金所得増加

率の関数であることを示し，cは限界消費性向である。(4)式では，実質賃金の伸びが生

産性上昇にインデックスされる部分(k)と, 労働市場の需給関係によって決まる部分(l)

とによって説明されている。なおここでは労働需給を表す変数として，前述したモデル

式(2)の雇用者数の伸び率に代え，失業率を用いている。(5)式は，輸出の伸びが所得要

因と価格要因によって決まると想定されている。この推計にあたり, 所得要因(QF)とし

てはアメリカ，日本，カナダ，イギリス，ドイツの 5カ国の実質 GDP(額)を輸出のウェイ

トにより加重平均したものを，また価格要因(E-P)については, 前者では名目為替レート

(ウォン/$，ここでは値の上昇がウォン安)を通じた輸出押し上げ効果を，後者では国内

物価の上昇が輸出価格を上昇させ(価格競争力の低下)，輸出の減少をもたらすという点

が考慮されている。(6)式では，総需要の伸びが消費，投資，輸出によって決まると考え

られている。(7)は，雇用の変化率を示す恒等式である。以上が修正モデルの概要である。 

なお本稿の分析で用いたデータはすべて年次データであり，推定期間は 1970 年から

2003 年までである。この時系列データは 2000 年を基準とする実質価格表示で，失業率(U)

を除いて対前年上昇率を示す。推定に使用した変数は，表 1-3 に示すとおりである。 

 
     　　　　　                        表1-3  変数の定義と説明

内生変数
PR1)  製造業の労働生産性(2000=100) 上昇率
I  製造業の総固定資本形成(2000=100) 上昇率
C  経済全体の民間最終消費支出(2000=100) 上昇率
RW2)  製造業の実質賃金(2000=100) 上昇率
Q  製造業の生産額(2000=100) 上昇率
X  商品輸出額(2000=100,ウォン表示） 上昇率
N  製造業の就業者数 上昇率

外生変数
U  失業率 　　log値

E  対米為替レート 上昇率
P  消費者物価指数(2000=100) 上昇率
QF3)  海外需要(米国,日本,カナダ,イギリス,ドイツの加重平均成長率) 上昇率

注)1.労働生産性は,製造業の付加価値(経常価格）を不変価格(2000=100)により換算し,
     製造業の就業者数で割った値である。
   2.実質賃金は,製造業の名目賃金を消費者物価指数(2000=100)で実質化して使用。 
   3.海外需要(QF)は, 米国,日本,カナダ,イギリス,ドイツの5カ国の実質GDP(額)を
     輸出のウェイトにより加重平均したもの。
出所)韓国統計庁『韓国統計年鑑』,韓国銀行『経済統計年報』など。  
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33..  実実証証分分析析のの結結果果  

1970 年以降の年次データをもとに， 上記の修正モデルを推定した結果を表 1-4 に示した。 

また 1987 年の民主化を契機に，これまでの抑圧的な労使関係が崩れていく大きな転換点に

なったことと, さらに経済危機後の労働市場の柔軟化をはじめとする制度的変化によって，

賃労働関係にかなりの変化が生じたことなどから, 民主化前後と経済危機前後とで賃労働

関係の変化がその動態に及ぼす影響についても比較検討した。ただし経済危機前後の比較

においては, 経済危機後の標本数が少ない中で扱われる変数が多く, 自由度不足の観点か

ら推計が難しく, 本稿では経済危機後の制度変化によって生じた賃労働関係の変化を直感

的に捉えることを目的として, 民主化以後と経済危機以前との推定結果を簡単に比較する

にとどまった。それぞれの推定結果は表 1-5 にまとめてある。 

以下では，これらの推定結果に基づいて，先行研究を踏まえながら考察を加えていくこ

とにする。それぞれの推定式について，最初に表 1-4 の推定結果について検討し，次に表

1-5 の推定結果をとりあげる。 

まず第 1 の生産性に関する(1)式の推定結果(1970～2003 年)では, 規模に関する収穫逓

増効果を示す係数(d)が 0.48 となっており，産出量の成長と生産性の上昇との間に緩やか

な収穫逓増が働いていることがわかる。その一方で，資本深化を通じた投資の生産性への

影響を示す係数(b)は，1970 年から 2003 年の全期間で負の値を示し，統計的な有意性は得

られなかった。この推定結果は先行研究とほぼ一致する。 

第 2に，投資決定に影響を及ぼす要因としては，表 1-4 の(2)に示されているとおり，投

資が主として消費需要によって牽引されてきたことが示される。またもう一つの要因であ

る利潤シェア係数(u)は，1970～2003 年の期間負の値を示し，かつ統計的な有意性は示され

なかった。これは先行研究と同様の結果だった。 

第 3に，消費に関する式(3)の推定結果(1970～2003 年)では，実質賃金所得増加率の係数

(c)が正で有意となっており，労働者の実質賃金所得が増大したことが消費拡大の一つの要

因と考えられる(これは先行研究と同じ)。しかしながら全体的には，消費の決定式におけ

る係数(c)は全期間を通じて 0.24 と低く，実質賃金所得が消費支出にまわり難くなってい

るのではないかと推測される。 

第 4に，賃金決定に関する式(4)の推定結果(1970～2003 年)においては，賃金の生産性へ

のインデクセーションの程度を表す係数(k)が正の値となっていて，先行研究とは異なる結

果が得られた。ただしこの計測で決定係数は 0.06 と極めて小さく，またこの係数(k)の推

定値(=0.14)，t 値(=0.87)とも低いことから，これが生産性上昇と賃金上昇との間に明確な

相関があるとまではいえない。 

これと関連し，期間を区切って生産性と賃金とが時系列的にどのように変化したかをグ

ラフ上で示した(付図参照)。それによると，経済危機以前は生産性上昇と賃金上昇との関係
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に明確な相関はみられなかった。しかし，経済危機後(1998～2003 年)においては生産性と

賃金とも時系列的にはほぼ同様の動きを示しており, 生産性と賃金との相関が明確に表れ

てきている。つまりこのことは, 製造業において実質賃金の動きを生産性の上昇に見合った

動きへと伸縮的に変化させていることを示すものと推察できる。そしてこうした変化は，

経済危機後の雇用と賃金の柔軟化によって，企業は労働者の生産性にあわせて賃金を変更

することができ，実質賃金の伸びを生産性に見合ったものに抑制しているということから，

結果的に生産性と賃金の間に正の相関関係が観察されたのではないかと考えられる。 

第 5に，輸出に関する式(5)の推定結果(1970～2003 年)によると，輸出の増加は所得要因

と価格要因がいずれも増加要因として働いた結果となっている。 

第 6に，総需要に関する式(6)の推定結果(1970～2003 年)からわかるように，総需要の拡

大においては消費，投資，輸出が正に有意となっている。具体的には，国内の消費需要の

増加および輸出の増加が総需要の拡大の主因となっており，この結果は先行研究ともほぼ

一致する。 

次に, 表 1-5 に掲げた期間別の推定結果（民主化前後，経済危機以前）についてみると，

まず第 1に, 生産性に関する(1)式の推定結果からは，規模に関する収穫逓増効果を示す係

数(d)がいずれの期間においても正の値をとり, 規模に関する収穫逓増が生産性の増加に

及ぼす効果が働いていることがわかる。また資本深化を通じた投資の生産性への影響を示

す係数(b)はいずれの推計で負の値を示し, 先行研究と同じ結果となった。 

第 2に，投資の決定要因としては，上記の 3つの期間すべてで投資が主として消費需要

によって牽引されるいわゆる消費主導型であることが示され，先行研究とほぼ同じ結果が

得られた。またもう一つの要因である利潤シェアの係数(u)は, いずれの期間とも負の値と

なり, 統計的な有意性は示されなかった。 

そしてこの結果により, 権の先行研究において観察したように, 利潤シェアの係数(u)

の符号が1987年以前と以後でマイナスからプラスに逆転していることから, 1988年以後の

韓国の経済成長には, 内需主導型の成長のほか，利潤主導型の成長の回路も作用したので

はないかという点に関しては否定的な結論を得た。 

第 3に，消費に関する式(3)の推定結果では, 実質賃金所得増加率の係数, すなわち限界

消費性向を示す係数(c)がいずれの期間においても正の値を示し, 特に民主化以降でその

係数が有意に上昇していることから, 実質賃金所得の上昇を通じての消費増加への寄与が

高まっている可能性が示された。この結果は先行研究とも一致する。 

第 4に，賃金決定においては，式(4)の推定結果からわかるように, 賃金の生産性へのイ

ンデクセーションの程度を表す係数(k)の符号が 1987 年以前と以後とで逆転し，かつ有意

でなくなっている。これは民主化後に構造変化が生じ，賃金と生産性との関係が不安定化

してきたことを反映したものと考えられる。 
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また興味深いことに, 経済危機以前(1970～96 年)の推定結果においてはその係数(k)の

符号がプラスになっていて，賃金と生産性の間で正の関係が観察されたことは，経済危機

後の柔軟化による非正規雇用の急増などを含めて，賃労働関係の観点からその変化を考察

する上で，大変示唆的であると考えられる。 

つまり言い換えると，上記(4)式で定義される本来の係数(k)は，賃金決定をめぐる労使

間の制度的合意の程度を表すもので，フォーディズムに代表される戦後の先進資本主義諸

国の場合, 賃金は生産性にインデックスされ，1に近い値をとるとされる(ボワイエ,1988)

のに対し，韓国ではその係数の推定値が 0.10 とかなり小さく，相対的に賃金の生産性イン

デクセーションの仕組みが弱いという賃労働関係の不安定さが浮き彫りになった。さらに

先の民主化後の推定結果と照らし合わせたときに，その符号関係が経済危機後に反転した

ようにもみえることから, それは危機後に進められた雇用・賃金の柔軟化の影響によって，

賃労働関係の不安定さが一層高まった結果の表れではないかと推測される。 

第 5に，輸出に関する式(5)の推定において輸出の増加を所得要因と価格要因に分解して

みると, 1987 年以前までの輸出の伸びが主に海外需要の伸びによるものであったのに対し, 

1988 年以後は為替変動等による価格要因の寄与が大きくなっていることがわかる。 

第6に, 総需要に関する式(6)の推定結果では, 総需要の拡大において消費, 投資, 輸出

のそれぞれの係数がいずれも有意に正の値となっている。このうち特に, 1988 年以後から

の総需要の拡大に対する輸出と投資のプラス寄与が大幅に低下する一方で，消費需要によ

る寄与が顕著に高まっていることが見てとれる。 

さて，(1)式に(2)(3)(4)(5)(7)式を代入することによって【生産性体制 PR=B･Q+A;B=bvc 

+d/1+bvc(1-k)-bu(1-k)，A=b･U+c】が，(6)式に(2)(3)(4)(5)(7)式を代入することで【需

要体制 Q=D･PR+C; D=αc(k-1)+βvc(k-1)-βu(k-1)/1-c(α＋βv)，C=b･U+c･QF+d･(E-P)+e】

が導き出される。そして需要の拡大が生産性の上昇に及ぼす効果を示す生産性体制の形状

(B)は，規模の経済性(d)のほかに，資本深化効果(b)，限界消費性向(c)，投資の消費需要

および利潤シェアの変化への感応度(v,u)，賃金の生産性へのインデクセーションの程度

(k)などによって規定される。もう一方の生産性の上昇が需要の拡大に及ぼす効果を示す需

要体制の形状(D)は，所得分配を規定する要因(k,l)と，投資の消費需要および利潤シェア

の変化への感応度(v,u)との関係によって決まる。 

このモデルによる分析結果を用いて導き出された韓国経済の蓄積体制(1970～2003 年)は，

生産性体制と需要体制を示す以下の 2つの方程式に縮約できる。 

 
生生産産性性体体制制    PPRR  ==  00..2288QQ  ++  AA          ((PPRR==BB･･QQ++AA))  

需需要要体体制制    QQ  ==  --00..5511PPRR  ++  CC            ((QQ==DD･･PPRR++CC))    
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表表 11--44  修修正正ボボワワイイエエ・・モモデデルルにによよるる推推定定結結果果  

  モモデデルル,,  変変数数,,  デデーータタ  推推定定結結果果((11997700～～22000033 年年))  
筆筆者者推推計計結結果果  
  

((11))    PPRR  ==  aa  ++  bb・・II  ++  dd・・QQ  

((22))    II  ==  ff  ++  vv・・CC  ++  uu・・((PPRR--RRWW))  

((33))    CC  ==  gg  ++  cc・・((NN++RRWW))  

((44))    RRWW  ==  hh  ++  kk・・PPRR  ++  ll・・UU  

((55))    XX    ==  μμ  ++  λλ・・QQff  ++  ωω・・((EE--PP))  

((66))    QQ  ==  εε  ++  αα・・  CC  ++  ββ・・II  ++  rr・・XX  

((77))    NN  ≡≡  QQ  ‐‐  PPRR  
  
内内生生変変数数：：77（（PPRR::生生産産性性,,  II::投投資資,,  CC::消消費費,,  RRWW::実実質質賃賃金金率率,,  XX::輸輸出出,,  QQ::産産出出((==需需要要)),,  NN::雇雇用用））  

外外生生変変数数：：44（（UU::失失業業率率,,  EE::対対米米為為替替レレーートト,,  PP::消消費費者者物物価価指指数数,,  QQFF::海海外外需需要要((アアメメリリカカ,,日日本本,,  

イイギギリリスス,,カカナナダダ,,ドドイイツツのの加加重重平平均均経経済済成成長長率率))  

パパララメメーータタのの条条件件：：bb>>00,,  dd>>00,,  vv>>00,,  uu>>00,,  00<<cc<<11,,  kk>>00,,  ll<<00,,  λλ>>00,,  ωω>>00,,αα>>00,,ββ>>00,,  rr>>00  

ななおおここのの時時系系列列はは,,  22000000 年年をを基基準準ととすするる実実質質価価格格表表示示でで,,  失失業業率率((UU))をを除除いいてて対対前前年年上上昇昇率率をを示示すす。。  

推推定定期期間間はは 11997700～～22000033 年年ままででででああるる。。  

((11))      PPRR  ==  33..1133  ‒‒  00..1111II  ++  00..4488QQ                                                              R
-
2==00..1122          DDWW==11..3300  

                    ((11..4444))  ((--11..2211))    ((22..2200))  

((22))      II  ==  --55..1155  ++  33..0088CC  --  00..4477((PPRR--RRWW))                                                  R
-
2==00..3344          DDWW==22..1166  

                  ((--00..8800))    ((33..6666))    ((--11..0077))          

((33))      CC  ==  33..6655  ++  00..2244((NN++RRWW))                                                                      R
-
2==00..4433          DDWW==11..6666  

                  ((44..5599))      ((44..9977))      

((44))      RRWW  ==  1133..5555  ++  00..1144PPRR  ‒‒  55..8888UU                                                          R
-
2==00..0066          DDWW==11..3377  

                    ((22..5599))      ((00..8877))    ((--11..5577))  

((55))      XX  ==  66..9900  ++  00..4422QQFF  ++  00..1122((EE--PP))                                                      R
-
2==00..4444          DDWW==11..5577  

((22..6644))    ((55..1166))      ((11..0044))  

((66))      QQ  ==  --00..5599  ++  00..6688CC  ++  00..2200II  ++  00..3344XX                                              R
-
2==00..8866          DDWW==11..6655  

                  ((--00..3366))    ((33..3388))    ((55..2233))    ((55..6655))  

事事例例  モモデデルル,,  変変数数,,  デデーータタ  推推定定結結果果((11997700～～11999988 年年))  
権権((11999988))  ((11))    PPRR  ==  aa  ++  bb・・II  ++  dd・・QQ  

((22))    II  ==  ff  ++  vv・・CC  ++  uu・・((PPRR--RRWW))  ++  mm・・KKtt--11    

((33))    CC  ==  gg  ++  cc・・((NN++RRWW))  ++  nn･･((NN++RRWW))tt--11  

((44))    RRWW  ==  hh  ++  kk・・PPRR  ++  ll・・UU  

((55))    XX    ==  μμ  ++  λλ・・QQff  ++  ωω・・((EE--PP))  

((66))    QQ  ==  εε  ++  αα・・  CC  ++  ββ・・II  ++  rr・・XX  

((77))  NN  ≡≡  QQ  ‐‐  PPRR  
  
内内生生変変数数：：77（（PPRR::生生産産性性,,  II::投投資資,,  CC::消消費費,,  RRWW::実実質質賃賃金金率率,,  XX::輸輸出出,,  QQ::産産出出((==需需要要)),,  NN::雇雇用用））  

外外生生変変数数：：77（（KKtt--11::前前期期のの製製造造業業のの総総資資本本スストトッックク,,  NNtt--11::前前期期のの製製造造業業のの雇雇用用者者数数,,  RRWWtt--11::前前期期のの  

製製造造業業のの実実質質賃賃金金,,  UU::失失業業率率,,  EE::対対米米為為替替レレーートト,,  PP::消消費費者者物物価価指指数数,,  QQFF::海海外外需需要要  

((アアメメリリカカ,,日日本本,,カカナナダダ,,イイギギリリスス,,ドドイイツツ,,オオーースストトララリリアアのの加加重重平平均均経経済済成成長長率率））  

パパララメメーータタのの条条件件：：bb>>00,,  dd>>00,,  vv>>00,,  uu>>00,,  cc>>00,,  nn>>00,,  kk>>00,,  ll<<00,,  λλ>>00,,  ωω>>00,,  αα>>00,,ββ>>00,,  rr>>00  

ななおおここのの時時系系列列はは,,  11999955 年年をを基基準準ととすするる実実質質価価格格表表示示でで,,  失失業業率率((UU))をを除除いいてて対対前前年年上上昇昇率率をを示示すす。。  

推推定定期期間間はは 11997700～～11999988 年年ままででででああるる。。  

((11))      PPRR  ==  55..9955  --  00..0011II  ++  00..3333QQ                                                              R
-
2==00..3322          DDWW==11..9922  

                    ((33..8800))  ((--00..2266))    ((11..7788))  

((22))      II  ==  --77..9988  ++  33..9988CC  --  00..3377((PPRR--RRWW))  --  00..1111KKｔｔ--11                              R
-
2==00..3388          DDWW==22..1100  

                  ((--00..6611))    ((33..1155))    ((--00..6688))    ((--00..1155))  

((33))      CC  ==  33..6666  ++  00..2233((NN++RRWW))  ‒‒  00..0022((NN++RRWW))tt--11                                          R
-
2==00..4422          DDWW==11..1100  

                  ((44..6644))        ((44..8800))            ((--00..4433))      

((44))      RRWW  ==  2277..6611  --  00..9999PPRR  --  1100..8822UU                                                          R
-
2==00..1166          DDWW==11..2200  

                    ((44..7777))      ((--33..1199))    ((--22..7711))  

((55))      XX  ==  33..7733  ++  44..0088QQFF  ++  00..1188((EE--PP))                                                        R
-
2==00..2288          DDWW==11..1100  

((00..8822))  ((33..1155))      ((11..3388))  

((66))      QQ  ==  11..1177  ++  00..6644CC  ++  00..2255II  ++  00..2200XX                                                  R
-
2==00..7766          DDWW==22..6699  

          ((11..1122))    ((33..6688))    ((55..4466))    ((33..3333))    
  

注注))  推推定定方方法法はは OOLLSS((最最小小二二乗乗法法)),,  RR
-
22はは自自由由度度修修正正済済決決定定係係数数、、((  ))内内ははｔｔ--値値,,  DDWW ははダダーービビンン・・ワワトトソソンン比比ででああるる。。  

資資料料））韓韓国国統統計計庁庁 KKOOSSIISS，，韓韓国国銀銀行行 EECCOOSS ななどど  
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表表 11--55  期期間間別別のの推推定定結結果果（（民民主主化化前前後後,,  経経済済危危機機以以前前））  

  
  11998877 年年以以前前((11997700～～8877 年年))のの推推定定結結果果  11998888 年年以以後後((11998888～～22000033 年年))のの推推定定結結果果  経経済済危危機機以以前前((11997700～～9966 年年))のの推推定定結結果果  
筆筆者者  
推推定定結結果果  

((11))  PPRR  ==  --00..0099  ‒‒  00..0077II  ++  00..5511QQ                            R
-
2==00..1144    DDWW==11..2255  

                ((--00..0022))  ((--00..5522))    ((11..6622))    

((22))  II  ==  --3300..2211  ++  77..4488CC  ‒‒  00..7755((PPRR--RRWW))                R
-
2==00..3300    DDWW==22..7744  

                ((--11..6655))    ((22..9900))    ((--11..1199))            

((33))  CC  ==  55..1155  ++  00..1100((NN++RRWW))                                      R
-
2==00..2288    DDWW==11..7711  

              ((66..8855))      ((22..7711))          

((44))  RRWW  ==  5544..7766  ++  00..1111PPRR  ‒‒  3344..4477UU                        R
-
2==00..3388    DDWW==11..3355  

                  ((33..3333))    ((00..6666))      ((--22..9988))  

((55))  XX  ==  00..1111  ++  00..5533QQFF  ‒‒  00..0011((EE--PP))                      R
-
2==00..3355    DDWW==11..9966  

((00..0011))    ((33..2222))      ((--00..0033))  

((66))  QQ  ==  --00..7744  ++  00..6688CC  ++  00..2222II  ++  00..3399XX              R
-
2==00..8899    DDWW==11..6600  

              ((--00..2211))    ((11..3333))    ((44..9933))    ((55..8800))  
  
  

((11))  PPRR  ==  33..2255  --  00..2244II  ++  00..7788QQ                              R
-
2==00..2277    DDWW==11..2200  

                ((11..4477))  ((--22..2299))    ((22..7744))  

((22))  II  ==  --66..4422  ++  22..4400CC  ‒‒  00..3355((PPRR--RRWW))                  R
-
2==00..6600    DDWW==11..7733  

              ((--11..1199))    ((33..6699))    ((--00..7700))            

((33))  CC  ==  22..5566  ++  00..5500((NN++RRWW))                                      R
-
2==00..7777    DDWW==11..4466  

              ((22..9977))        ((77..1122))        

((44))  RRWW  ==  1155..1100  ‒‒  00..1111PPRR  ‒‒  66..6644UU                          R
-
2==00..0011    DDWW==11..8899  

                ((22..2277))    ((--00..3311))    ((--11..4477))  

((55))  XX  ==  88..2266  ++  00..4466QQFF  ++  00..1144((EE--PP))                      R
-
2==00..5500    DDWW==11..4400  

((44..2222))      ((33..9977))      ((11..6677))  

((66))  QQ  ==  11..1155  ++  00..9955CC  ++  00..0077II  ++  00..1133XX                R
-
2==00..8899    DDWW==22..0099  

              ((00..6644))    ((44..6644))    ((11..1100))    ((11..5544))  
  

事事例例  11998877 年年以以前前((11997700～～8877 年年))のの推推定定結結果果  11998888 年年以以後後((11998888～～9988 年年))のの推推定定結結果果  
権権((11999988))  ((11))  PPRR  ==  --11..0088  --  00..2244II  ++  00..5599QQ                            R

-
2==00..5522    DDWW==22..4488  

                ((--00..6622))  ((--33..1144))    ((33..3300))  

((22))  II  ==  --4455..7711  ++  88..8833CC  --  00..4422((PPRR--RRWW))  ++  11..3388KKtt--11      R
-
2==00..4455    DDWW==33..1133  

              ((--22..4455))    ((22..7744))      ((--00..5511))      ((11..3355))  

((33))  CC  ==  44..6655  ++  00..0088((NN++RRWW))  ++  00..0022((NN++RRWW))tt--11            R
-
2==00..2266    DDWW==11..6688  

              ((88..0033))      ((11..1199))              ((00..4422))  

((44))  RRWW  ==  5588..8866  --  00..1111PPRR  ‒‒  3366..3322UU                        R
-
2==00..4444    DDWW==11..2277  

                ((44..1188))    ((--00..4411))    ((--33..6655))  

((55))  XX  ==  44..8888  ++  44..4444QQFF  ++  00..1188((EE--PP))                      R
-
2==00..3311    DDWW==00..9955  

((00..7744))    ((22..7755))        ((00..6699))  

((66))  QQ  ==  33..2255  ++  00..6666CC  ++  00..1199II  ++  00..1166XX                R
-
2==00..8811    DDWW==33..3322  

              ((00..9999))    ((22..2277))  ((55..2200))    ((22..9955))    

  
  

((11))  PPRR  ==  44..4466  --  00..1111II  ++  00..4422QQ                              R
-
2==00..2266      DDWW==00..9944  

                ((22..2255))  ((--11..3333))    ((11..7799))  

((22))  II  ==  --1133..4477  ++  44..2244CC  ++  00..5511((PPRR--RRWW))  --  00..5511KKtt--11      R
-
2==00..8811    DDWW==11..7722  

                ((--11..7755))    ((55..5555))      ((11..1122))      ((--00..8888))  

((33))  CC  ==  33..5566  ++  00..4466((NN++RRWW))  --  00..0055((NN++RRWW))tt--11        R
-
2==00..8877    DDWW==11..6655  

              ((33..5544))        ((55..6655))            ((--00..4477))      

((44))  RRWW  ==  3366..8844  ‒‒  11..6633PPRR  ‒‒  1188..2222UU                        R
-
2==00..8844    DDWW==22..2211  

                ((1100..0000))    ((--66..0000))    ((--66..9944))  

((55))  XX  ==  1100..6699  ++  00..2266QQFF  ++  00..1177((EE--PP))                    R
-
2==00..2200    DDWW==11..6677  

((11..7711))      ((00..1122))        ((11..8855))  

((66))  QQ  ==  --11..7799  ++  00..7788CC  ++  00..0066II  ++  00..3311XX              R
-
2==00..9933    DDWW==22..0033  

      ((--11..2244))    ((44..1111))    ((11..3333))    ((55..1100))  

((11))  PPRR  ==  22..1133  --  00..1111II  ++  00..5533QQ                          R
-
2==00..1111    DDWW==11..2211  

                ((00..7711))  ((--11..0066))    ((22..0055))  

((22))  II  ==  --2211..7733  ++  55..3355CC  --  00..5555((PPRR--RRWW))            R
-
2==00..2200    DDWW==22..1111  

                ((--11..4433))    ((22..6666))      ((--11..1133))  

((33))  CC  ==  66..0011  ++  00..0099((NN++RRWW))                                  R
-
2==00..1188    DDWW==11..3388  

              ((99..9966))      ((22..5588))  

((44))  RRWW  ==  1133..8844  ++  00..1100PPRR  ‒‒  55..3344UU                      R
-
2==00..0022    DDWW==11..1133  

                  ((22..3333))    ((00..6644))    ((--11..2211))  

((55))  XX  ==  55..1166  ++  00..4444QQFF  ++  00..0088((EE--PP))                  R
-
2==00..4422    DDWW==11..6611  

((11..4444))    ((44..4466))    ((00..3300))  

((66))  QQ  ==  00..1155  ++  00..6677CC  ++  00..2211II  ++  00..3377XX            R
-
2==00..8866    DDWW==11..5533  

      ((00..0055))  ((11..7711))    ((55..4488))    ((66..3355))    
  

注注))  推推定定方方法法はは OOLLSS((最最小小二二乗乗法法)),,  RR
-
22はは自自由由度度修修正正済済決決定定係係数数、、((  ))内内ははｔｔ--値値,,  DDWW ははダダーービビンン・・ワワトトソソンン比比ででああるる。。  

資資料料））韓韓国国統統計計庁庁 KKOOSSIISS，，韓韓国国銀銀行行 EECCOOSS ななどど  
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上の式から以下の事実を読み取ることができる。まず生産性体制(PR)においては，産出

量の成長と生産性の上昇との間に緩やかな収穫逓増が働いていることがわかる。この結果

は先行研究とほぼ一致する。次に，需要体制(Q)では，生産性の上昇と産出量の成長との間

には負の相関がみられ，先行研究と同様の結果が得られた。そして PR の係数(D)が負にな

ったのは，表 1-4 からわかるように，投資の消費需要への感応度を示す加速度係数(v)が高

いにもかかわらず，賃金の生産性へのインデクセーションの程度を表す係数(k)が極めて低

いことが原因であると考えられる。なお前述の推計式により導き出された民主化前後の期

間における韓国経済の蓄積体制については, 権(1998)と共通した結果(符号条件が一致)と

なっているので, ここでは省略することにする。 

以上のことから，韓国経済の蓄積体制(1970～2003)は次のように整理することができる。

まずフォーディズムの好循環においては, 前述したように生産性上昇と需要の拡大の間に

PR→RW→Qの回路が作用していたと考えられる。すなわちPRとQは正の相関を示している。 

これに対し韓国では, 生産性体制(PR)においては産出量の成長と生産性上昇との間に緩や

かな収穫逓増が働いているが、一方の需要体制(Q)では生産性上昇と産出量の成長との間に

負の相関が示され，生産性上昇と需要の拡大の間で累積的な成長過程が妨げられているこ

とが確認された。 

またここで注目したいのは, 賃金のインデクセーションにかかわる制度の果たす役割で

ある。前述したとおり, 戦後の先進資本主義諸国の経済成長を支えたフォーディズムでは，

賃労働関係にかかわる制度が生産性上昇とそれに見合った賃金上昇による実質賃金所得の

上昇を通じて経済成長に大きく影響したとされる。一方，韓国では，表 1-4 の(4)の結果が

示すように, 賃金決定をめぐる労使間の制度的合意の程度を表す係数(k)の推定値がかな

り低く, 賃金の生産性インデクセーションの仕組みが弱いという賃労働関係の不安定さが

浮き彫りになり，それがまた蓄積体制の不安定化につながっている可能性が示唆された。 

特に，表 1-5 に示した経済危機以前の推定結果（民主化後の推定結果と比較）からは，

その係数(k)の符号関係が経済危機後に反転したようにもみえることから，それは危機後に

進められた雇用・賃金の柔軟化の影響によって，賃労働関係の不安定さが一層増したこと

を示唆するという点で興味深い。 
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おおわわりりにに  

本稿では，修正ボワイエ・モデルによる韓国経済の実証分析を通じて，賃労働関係の変

化がその動態にどのような影響を与えていたかを, 先行研究との比較もふまえ検討した。

これらの結果をまとめると，韓国経済の蓄積体制(1970～2003)は以下のように整理できる。 

一つは， 典型的なフォーディズムの好循環においては，生産性上昇と需要の拡大の間に

PR→RW→Q の回路が作用していた(すなわち PR と Qは正の相関を示す)と考えられる。それ

に対して韓国では，生産性体制においては産出量の成長と生産性上昇との間には緩やかな

収穫逓増が働いているが，一方の需要体制(Q)では生産性上昇と産出量の成長との間に負の

相関が示され，生産性上昇と需要の拡大の間で累積的な成長過程が妨げられていることが

確認された。そしてこれらの結果は，権(1998)の結果と一致するものであった。 

そしてもう一つ注目に値するのは，賃金のインデクセーションにかかわる制度の果たす

役割である。すでに触れたように, 戦後の先進資本主義諸国の経済成長を支えたフォーデ

ィズムでは，賃労働関係にかかわる制度が生産性上昇とそれに見合った賃金上昇による実

質賃金所得の上昇を通じて経済成長に大きく影響したとされる。一方の韓国では，表 1-4

の(4)の結果が示すように, 賃金決定をめぐる労使間の制度的合意の程度を表す係数(k)の

推定値がかなり低く, 賃金の生産性インデクセーションの仕組みが弱いという賃労働関係

の不安定さが浮き彫りになり，それがまた蓄積体制の不安定化につながっている可能性が

示唆された。特に，表 1-5 に示した経済危機以前の推定結果（民主化後の推定結果と比較）

からは，その係数(k)の符号関係が経済危機後に反転したようにもみえることから，それは

危機後に進められた雇用・賃金の柔軟化の影響によって，賃労働関係の不安定さが一層増

したことを示唆するという点で興味深い。 

また賃金決定に関する推計では，1987 年以前と以後とでは賃金と生産性の間に構造変化

が生じていることが推定された(表 1-5 の(4)参照)。特に経済危機後の労働市場の柔軟化に

より非正規雇用が急増していることを考えると，これまでの仕組みが以前とは大きく変化

したことが容易に予想される。すでに図示したように，経済危機以前は生産性上昇と賃金

上昇との相関関係が明らかではなかった。これに対し，経済危機後の 1998 年から 2003 年

にかけてはこうした状況が一変していることを見て取れる。すなわち，生産性と賃金との

相関が明確に表れてきている。そしてこのことは， 経済危機後の雇用と賃金の柔軟化によ

って，企業は労働者の生産性にあわせて賃金を変更することができ，実質賃金の伸びを生

産性に見合ったものに抑制しているということから，結果的に生産性と賃金の間に正の相

関関係が観察されたのではないかと考えられる。 

しかもこうした変化は，経済危機後の労働市場の柔軟化，コスト削減策としての非正規

雇用の拡大と，サービス産業の低い生産性に基づく低所得という意味での非正規雇用の拡

大が同時に起こっているという現実を勘案すると，生産性に見合った低賃金傾向はさらに
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続くものと予想されるため，こうした変化を説明するためのモデルの検討が必要である。

さらには，製造業の生産性と賃金との関係では付図のような関係が得られ，経済危機後の

生産性と賃金の相関があると推測されたことから，この両者の関係については生産性に見

合った賃金がどうかという問題を含め，今後さらに観察を継続してその要因を明らかにす

る必要があると考えられる。 

 
＜注＞ 
 
1 本稿でいう賃労働関係は，ボワイエ(1980)の定義に従っている。それは労働力の使用（労働編成）
と再生産（賃金決定・消費生活）を規定する諸条件の総体を指す。 
2 なお，韓国経済の長期動態に関する実証分析としては，文(1993)，呉(1995)などがある。そこでは
ボワイエ・モデルとサールウォール・モデル（輸出主導型成長の好循環の可能性を理論化したもの）
とを組み合わせる方法を用いた分析が行われており，それぞれの推定期間は 1962 年～1990 年，1965
年～1991 年となっている。 
3 ここで取り上げているボワイエ・モデルの詳しい内容は，ボワイエ(1988)を参照のこと。 
4 モデルの定式化については，権(1998)を参照のこと。ただしここでは以下の点から定式化で用いた
2つの変数がはずされている。 
(1)先行研究で示された推定式(2)では， 資本ストック調整原理(ジョルゲンソン型，新古典派)に
基づき，資本ストック調整圧力の存在が投資に影響を与えることを考慮，前期の資本ストックを説明
変数として加えているとみられるが，経済の中期トレンドを扱うボワイエ・モデルでは，資本ストッ
クは通常の景気循環を通じて調整されるものであって，捨象されていることから(有泉 1991)，この
説明変数を取り除くことにした。 
(2)先行研究で示された推定式(3)では，消費は前期の所得に比例して決まることを考慮し，前期の
所得を説明変数として加えているが，統計上の有意な結果が得られなかったほか，本来のボワイエ・
モデルに従って，モデルからはずすことにした。 
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＜＜付付図図＞＞  
((11))  生生産産性性とと実実質質賃賃金金のの伸伸びび率率比比較較  
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((22))  労労働働分分配配率率のの推推移移  
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   注)1.労働生産性は製造業の付加価値(経常価格)を不変価格(2000=100)より, 

換算し, 製造業の就業者数で割ったもの 
          2.実質賃金は名目賃金を消費者物価指数(2000=100)で実質化して使用 
          3.労働分配率=実質賃金/労働生産性 

資料) 韓国統計庁『韓国統計年鑑』により作成。 
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AA  PPoossiittiivvee  AAnnaallyyssiiss  ooff  tthhee  SSoouutthh  KKoorreeaann  EEccoonnoommyy  UUssiinngg  aa  CCoorrrreecctteedd  
BBooyyeerr  MMooddeell  

((SSuummmmaarryy))  
  

JJuumm--SSoooonn  LLeeee  
GGrraadduuaattee  SScchhooooll  ooff  MMooddeerrnn  SSoocciieettyy  aanndd  CCuullttuurree,,  NNiiiiggaattaa  UUnniivveerrssiittyy  

  
  
Based on comparisons with previous research, this text examines what kind of 

influence changes in the wage labor nexus had on the dynamics of the South Korean 
economy, through a positive analysis of the South Korean economy using a corrected 
Boyer model. The Boyer model here is based on the recognition that high growth in 
advanced capitalist nations after the war was controlled and adjusted by the wage labor 
nexus peculiar to that period. However, in recent years, the increased flexibility of 
employment promoted by companies and governments in developed countries has 
targeted the “rigid” wage labor nexus of the previous high-growth period and has given 
rise to a great deal of irregular employment. In light of this point, after verifying the 
validity of the Boyer model vis-à-vis the South Korean economy, analyzing the effects on 
its dynamics of changes in the wage labor nexus could have tremendous significance in 
clarifying the problem of irregular employment, which has escalated since the economic 
crisis. 

The system of accumulation in the South Korean economy between 1970 and 2003 
as considered in this paper can be summarized as follows. 

Firstly, it is thought that the PR→RW→Q circuit came into play between productivity 
increases and the expansion of demand in the virtuous circle of typical Fordism (that is, 
PR and Q showed a positive correlation). With regard to this, although there are 
moderate increasing returns between output growth and productivity increases in the 
productivity system (PR), a negative correlation was demonstrated between productivity 
increases and output growth in the demand system (Q), and it was ascertained that the 
cumulative growth process between productivity increases and the expansion of 
demand is being obstructed. Moreover, these results are in keeping with those of Kwan 
(1998). 

Another point that is worthy of attention is the role played by the system relating to the 
indexation of wages. As has already been mentioned, in the Fordism that has supported 
the economic growth of advanced capitalist nations since the war, the system relating to 
the wage labor nexus is thought to have had a significant impact on economic growth 
through rises in productivity and increases in real wage income resulting from wage 
growth commensurate with those productivity increases. However, in South Korea, as 
the results in (4) of Table 1-4 show, the estimated value of the coefficient (k), 
representing the degree of institutional agreement between employers and employees 
regarding wage determination, is quite low; this highlights the instability in the wage 
labor nexus, in the form of the weakness of the mechanism for the productivity 
indexation of wages, and suggests the possibility that this is, in turn, linked to the 
destabilization of the system of accumulation. 
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One particularly interesting point is the fact that we can see from the results of 

estimates prior to the economic crisis shown in Table 1-5 (comparison with estimates 
after democratization) that the sign of the correlation coefficient seems to have been 
inverted since the economic crisis; this suggests that the instability in the wage labor 
nexus increased further as a result of the increased flexibility in labor and wages that 
was promoted after the crisis. 

 
 




